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2.4.2 介護保険制度の財源と支出｜１年間の介護サービス費はいくらなのか 
 

▶▶ 介護保険制度の財源の 50％は公費（税金など）で構成されている。 

１年間でどれだけの金額が介護サービスに使われているのでしょうか。図 2.4.2.1 に介護

保険制度の財源と支出を示します。 

介護保険制度の財源は５０％が公費（税金など）、残りの５０％は被保険者の保険料で構

成されています（１年間の収入は 12兆円、１年間の支出は 11.6 兆円）。 

このように介護保険制度の財源には、被保険者などが支払う保険料のほかにも公費によ

る負担金があり、これらを財源として介護サービス（約 10.6 兆円）が行われています。 

 

「令和 6 年に発表された「2022 年度 介護保険事業状況報告（年報）」（厚生労働省）を加工して作成 

（https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/jigyo/22/index.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.2.1 介護保険制度の財源と支出 
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2.4.3 介護保険の被保険者（４０歳になると、介護保険の被保険者になる。） 

 

▶▶ 介護保険への加入は４０歳から。 

４０歳になると、国民は介護保険に加入することになります。介護保険の被保険者は第１

号または第２号被保険者に分けられます。 

第１号被保険者 : ６５歳以上の被保険者 

第２号被保険者 : ４０歳～６４歳の被保険者※ 

※第２号被保険者は、以下の図 2.4.3.1 に示す１６種類の特定疾病により介護が必要と認定

された場合、介護サービスを利用することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.3.1 １６種類の特定疾病 
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2.4.4 保険料 
 

▶▶ 保険料は、第１号・第２号被保険者で異なる。 

介護保険の保険料は第１号・第２号被保険者で異なります。 

▶ 第１号被保険者（６５歳以上）の介護保険料  

第１号被保険者の保険料は、所得水準に応じて９段階に分けられています。段階ごとに決

められた倍率を基準額に乗じた金額が介護保険料として徴収されます※。次の図 2.4.4.1 に

介護保険料表を示します。 

※第１号被保険者の保険料は、公的年金から天引きまたは市町村から送付される納付書等により納付する。 

※市区町村によって保険料率の設定が異なる場合があります。くわしくはお住まいの市区町村サイトでご確認ください。 

▶ 第２号被保険者（４０歳～６４歳）の介護保険料  

第２号被保険者の保険料は、医療保険の保険料に上乗せされます（2.2.4 医療保険料に記

載）。保険料の決定方法は医療保険と同じであり、被用者保険では給与や賞与額に応じて決

定され、保険料の半分は事業主が負担し、残りの半分は被保険者が支払います（事業主と折

半）。国民健康保険では、世帯人員・所得などに応じて保険料が決定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年金収入等とは、公的年金等の収入 + 合計所得金額のこと。 

図 2.4.4.1 第１号被保険者の介護保険料 
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ここからは介護サービスの利用料や要介護度などについて説明して
いきます。 
 

 

2.4.5 介護サービスの利用までの流れ 
 

▶▶ 要介護認定を受けなければ、介護サービスは利用できない。 

介護サービスを利用するためには、市区町村に「介護や支援が必要であるかどうか」の申

請を行い、認定を受ける必要があります（要介護認定の申請）。 

市区町村へ申請後、「介護や支援が必要であるかどうか」を判定※１。判定後、要介護認定

を受けてはじめて介護サービスを利用できるようになります。 

要介護認定後、ケアマネジャーは、要介護者が適切なサービスを受けられるようにケアプ

ランを作成し、要介護者は作成されたケアプランに基づき、介護サービスの利用を開始する

ことになります※２。 

※1 介護支援専門員（ケアマネジャー）が心身の状況などを調査し、主治医の意見などを参考に、介護認定審査会が判

定します。 

※2 ケアプランとは、どのような介護サービスをいつ、どれだけ利用するかを決める計画のこと。ケアマネジャーが、

対象者やその家族と相談し、より自立した生活が送れるようにプランを作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.5.1 介護サービスの利用までの流れ 
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2.4.6 介護サービスの利用料 
 

▶▶ 介護サービスの利用料は費用の１割。ただし、限度がある。 

介護サービスの利用料は費用の１割です※１（図 2.4.6.1）。ただし、１割負担で利用できる

金額には限度があり、支給限度額の範囲内であれば、費用の１割負担で介護サービスを利用

することができます（図 2.4.6.2）。支給限度額の範囲を超えてサービスを利用した場合は、

超えた分が全額自己負担となります。 

※１ 一定以上所得者は２~3割 

※居宅療養管理指導など、支給限度額の対象にならないサービスもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.6.1 介護サービス利用料の負担割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.6.2 支給限度額 
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2.4.7 要介護度について 
 

▶▶ ７段階の要介護・要支援または非該当に分けられる。 

要介護認定を受けると、心身の状況によって７段階の要介護・要支援または非該当に分け

られます（図 2.4.7.1）。非該当と認定された場合、介護保険は利用できません。ただし、非

該当と認定されても、総合事業の介護予防などのサービスを利用できる場合があります。 

「要介護」と認定された方 

「介護給付」のサービスが利用できます。 

「要支援」と認定された方 

「予防給付」のサービスが利用できます。 

「非該当」または「要支援」と認定された方 

「総合事業」のサービスが利用できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.7.1 要介護度と心身の状態のめやす 
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2.4.8 高額介護サービス費とは 
 

▶▶ 介護サービスの利用料が過度な負担とならないように限度額が決められている。 

介護サービスの利用料は費用の１割ですが、それでも月額利用料が高額になるときがあ

ります。高額介護サービス費とは、１割の負担額が高額になり、以下の図 2.4.8.1 に示す負

担限度額を超えたとき、超えた金額が介護保険から支給される制度です。負担限度額は、所

得水準に応じて決められています。 

※支給限度額の範囲を超えた金額は全額自己負担となり、高額介護サービス費の対象外となります。 

※医療保険と介護保険の両方のサービスの利用で自己負担額が高額になったときに負担を軽減する制度があります。く

わしくは、巻末 2.14「高額介護合算療養費制度」に記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.8.1 高額介護サービス費 
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2.4.9 特定入所者介護サービス費（補足給付）とは 
 

▶▶ 食費・居住費は介護保険給付対象外。 

介護保険施設に入所したときの食費・居住費は介護保険給付対象外のため全額負担にな

りますが、所得の低い利用者には負担軽減のため、負担上限額が設定されており、それを超

えた食費・居住費に関する費用は介護保険から支給されます（これを補足給付といいます）。 

支給される金額 

図 2.4.9.1 の「食費・居住費の基準費用額」と「負担限度額」との差額です。 

負担限度額 

第 1～3 段階の所得区分によって設定されています。所得区分は図 2.4.9.2 に示すとおり

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.9.1 特定入所者介護サービス費（補足給付） 
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※年金収入には障害・遺族年金も含みます。 

※配偶者が課税されている場合は補足給付の対象とはなりません（世帯分離後も勘案されます）。 

図 2.4.9.2 補足給付の所得区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問2.8 

(1) 介護保険制度の財源はなにか。 

(2) 第２号被保険者が介護サービスを利用することができる条件はなにか。 

(3) 介護サービスの利用料は、支給限度額の範囲内であれば費用の 1 割だが、支給限度額を超えて

介護サービスを利用すると、利用者負担はどうなるか。 

 

税金・社会保障教育 

https://www.mmea.biz 
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95 

第
2

章
 

社
会

保
障

 

 


